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１ 計画の趣旨

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画は、高齢者を取り巻く様々な課題を的確に

対応し、高齢者が要介護状態になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる

よう、区が取り組むべき施策を明らかにすることを目的に策定

２ 計画の位置づけ

（１）法的な位置づけ

・高齢者保健福祉計画：老人保健法に基づき作成する計画

・介護保険事業計画：介護保険法に基づき作成する計画

（２）区の計画との位置づけ

区の総合計画に基づく個別計画、区の他の計画とも整合を図る
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２ 施策の検討イメージ

元気高齢者の活躍
と健康づくり・介護予
防の一体的な推進

ひとり暮らし高齢者
等を支える地域との

協働の推進

介護現場を支える
総合的な人材対策

の推進

高齢者基礎調査や社会情勢を踏まえて課題や取組を整理し、今後の検討の中で施策としてまとめる。

元気高齢者の社会参加の促進と活躍の場づく
り はつらつシニア活躍応援塾など

地域が一体となって介護予防・フレイル予防
に取り組む環境づくり 街かどケアカフェなど

職員の負担軽減等による人材の定着支援
介護分野の文書の削減や標準化など

介護保険施設等の整備
特別養護老人ホームの整備など

認知症高齢者への
支援の充実

認知症高齢者本人や家族の思いを尊重して
暮らせる地域づくり 認知症サポーターの

養成とチームオレンジ活動など

早期からの認知症予防活動の充実
認知症予防プログラムなど

認知症の相談体制の充実と適時・適切な医
療・介護の提供 もの忘れ検診など

介護保険施設等で働く人材の確保と定着
の支援 介護施設業務補助事業など

介護サービスを支える多様な人材の確保
介護従事者養成研修の実施など

介護保険施設等の
整備と住まいの

確保

ひとり暮らし高齢者等を支える相談支援体制
の強化

・ひとり暮らし高齢者等訪問支援事業
・地域包括支援センターの増設・移転など

ひとり暮らし高齢者等が安心して生活できる
サービス体制の充実

高齢者在宅生活あんしん事業など

在宅生活を支える
医療と介護サービス
基盤の整備

住み慣れた地域で暮らしながら、自宅で
の療養を安心して選択できる環境の整備

地域密着型サービスの整備など

複合的な生活課題に同時に直面する世帯
への支援 福祉・保健相談窓口を調整する

コーディネーターの配置など

地域共生社会に対応する人材の育成

練馬福祉人材育成・研修センターの
人材育成事業など

健康づくりと介護予防・フレイル予防の推進
高齢者みんな健康プロジェクトなど

地域との協働による生活支援体制の充実
高齢者支え合いサポーター育成研修など

高齢者が安心して暮らせる住まいの確保
都市型軽費老人ホームの整備など

検討の視点
・デジタルを活用した
介護予防や生きがい
づくり

検討の視点
・終活支援
・孤立支援

検討の視点
・8050問題など複合的
な課題への対応

検討の視点
・特別養護老人ホーム
等の老朽化対策

検討の視点
・区内介護福祉士養成
施設との連携

在宅療養ネットワークの強化と医療提供
体制の充実 医療連携・在宅医療サポート

センターの運営支援など

施策1

施策2

施策3

施策4

施策5

施策6

検討の視点
・他機関との連携
による早期支援
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施策５ 介護保険施設等の整備と住まいの確保

施策３ 認知症高齢者への支援の充実

施策４ 在宅生活を支える医療と介護サービス基盤の整備

施策２ ひとり暮らし高齢者等を支える地域との協働の推進

施策１ 元気高齢者の活躍と健康づくり・介護予防の一体的な推進 地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
確
立

高
齢
者
の
自
立
度

非該当
要支援１・２
総合事業対象者

要介護１・２ 要介護３～５

＜ 高齢者の要介護認定の状況 ＞

【例】施策が想定する主な対象者と高齢者の状態像を組み合わせたイメージ

施策６ 介護現場を支える人材対策の推進

検討の視点
・デジタルを活用した介護予防や生きがいづくり

検討の視点
・終活支援 ・孤立支援

検討の視点
・8050問題など複合的な課題への対応

検討の視点
・特別養護老人ホーム等の老朽化対策

検討の視点
・区内介護福祉士養成施設との連携

検討の視点
・他機関との連携による早期支援
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１ 現状

〇 現在、区内人口約74万人のうち65歳以上高齢者は約16.2万人、このうち、ひとり暮らし高齢者は約5.6万人で約34％、

高齢者のみ世帯の方は約6.1万人で約38％を占めている。

〇 介護等の必要なサービスが概ね30分以内に提供されるエリアとして、介護保険法第117条に基づき、各区市町村は介

護保険事業計画において日常生活圏域を定めることとされている。

〇 日常生活圏域の設定は、平成18年に介護保険法が改正された際、地域包括支援センターの制度とあわせて設けられた。

〇 練馬区では、平成18年度に地域包括支援センターを練馬・光が丘・石神井・大泉の各総合福祉事務所内へ設置するこ

ととし、あわせて、区民にとっても親しみ深く、分かりやすい体制を強化・充実する方向とするため、日常生活圏域

の設定も総合福祉事務所管轄と同一地域で定めることとした。（第３期練馬区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計

画（平成18～20年度））以来、現在にいたるまで日常生活圏域は、練馬・光が丘・石神井・大泉の４圏域としており、

各種調査の集計・分析等も、この４圏域を基に行っている。

※平成19年度から地域包括支援センター支所を設置（基本の職員配置数は１支所５名）

〇 平成30年度に、地域包括支援センター本所４か所・支所25か所の体制を見直しし、全て本所化することにより、地

域包括支援センター25か所へと体制を強化した。（基本の職員配置数は１センター７名）

〇 平成31年３月に策定した練馬区第２次みどりの風吹くまちビジョンにおいて、地域包括ケアシステムの中核を担う地

域包括支援センターを、より身近で利用しやすい窓口とするため、区立施設への移転、センターの増設、担当区域の

見直し等を進めることとした。

〇 令和５年４月に２か所の地域包括支援センターを開設し、団塊の世代が全て後期高齢者となる令和７年に向けて進め

てきた地域包括支援センター27か所体制が整った。
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２ 課題と取組

〇 後期高齢者の要介護認定率は、前期高齢者の約５％に対し約７倍の約35％であり、令和７年以降、団塊の世代の介護

需要の急増が懸念される。

〇 今後、団塊ジュニア世代が高齢者になる令和22年には、高齢者人口は約20万人、ひとり暮らし高齢者は約９万人に達

する見込みである。

〇 介護需要やひとり暮らし高齢者の増加が見込まれる中、介護サービス事業所との連携に加え、NPO等の様々な地域活

動団体との協働を更に推進し、よりきめ細かい地域で高齢者を支える体制を強化していくことが喫緊の課題である。

〇 高齢者の８割を占める元気な高齢者を、こうした地域活動団体の担い手としてつなげ、元気高齢者の活躍の場を広げ

ていくことも必要である。

➡ 計画期間中に令和７年を迎える第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画では、

よりきめ細かいエリアで介護サービス事業所や地域活動団体と連携・協働し、地域包括ケアシステムを強化するため、

日常生活圏域の４圏域を見直ししてはどうか。

➡ 日常生活圏域をきめ細かいエリアへと見直ししつつ、これまでの４圏域を単位とした、地域包括支援センターや介護

サービス事業者、NPO等の様々な地域活動団体の間のつながりを継続・発展できるよう、練馬・光が丘・石神井・

大泉の４地区を日常生活圏域の上位の階層として位置づけてはどうか。
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参考データ

〇 国は、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が

一体的・継続的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築を推進している。

〇 「日常生活圏域」とは、高齢者が日常生活を営む地域として、地理的条件、人口、交通事情、介護サービス基盤の整備

状況等を勘案し、地域包括ケアシステムを構築する区域を念頭において定める区域である。

国では、おおむね30分以内に必要なサービスが提供される範囲としている。（例えば、中学校区単位等、地域の実情に

応じて定めることを想定）

出典：厚生労働省資料

地域包括ケアシステムと日常生活圏域について

8
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参考データ

■日常生活圏域の区分と高齢化の状況

〇 練馬区は、福祉施策を効果的に推進するため、練馬、光が丘、石神井、大泉の４か所に総合福祉事務所を設置し、この管轄

と同一の区域を日常生活圏域としている。

〇 日常生活圏域より更に身近な地域を「地域包括支援センター担当区域」とし、４つの日常生活圏域の中に地域包括支援セ

ンター担当区域を包含している。総合福祉事務所と地域包括支援センターが連携しながら、区民や地域団体、医療・介護関

係者等との協働で、高齢者を支える地域づくりを進めている。

練馬区の日常生活圏域について

総合福祉事務所

9
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参考データ

№ 区名
高齢者人口
（R3.1.1）

日常生活
圏域数

地域包括
支援ｾﾝﾀｰ数

１圏域あたり
高齢者人口

1 千代田 11,222 2 2 5,611 

2 中央 25,161 3 6 8,387 

3 港 44,186 5 5 8,837 

4 新宿 67,514 10 11 6,751 

5 文京 43,448 4 8 10,862 

6 台東 46,015 1 7 46,015 

7 墨田 61,034 8 8 7,629 

8 江東 112,835 21 21 5,373 

9 品川 82,149 13 21 6,319 

10 目黒 55,375 5 5 11,075 

11 大田 166,329 18 22 9,241 

12 世田谷 185,578 28 28 6,628 

13 渋谷 43,148 4 11 10,787 

14 中野 67,855 4 8 16,964 

15 杉並 120,139 7 20 17,163 

16 豊島 57,293 4 8 14,323 

17 北 87,212 19 17 4,590 

18 荒川 50,143 8 8 6,268 

19 板橋 132,310 18 19 7,351 

20 練馬 161,380 4 27 40,345 

21 足立 171,715 5 25 34,343 

22 葛飾 114,217 7 14 16,317 

23 江戸川 147,812 15 27 9,854 

合計 1,906,258 198 301 301,179 

平均 89,307 9 14 13,523 

〇 特別区には、日常生活圏域数と地域包括支援センター数が

一致している区が７区ある。

〇 練馬区は、１圏域あたりの高齢者人口が約４万人と、

台東区の約4万６千人に次いで特別区の中で２番目に多い。

〇 練馬区は、日常生活圏域数と地域包括支援センター数の差

が一番大きい。

〇 日常の地域包括ケアシステムの単位として、日常生活圏域

をきめ細かいエリアで設定しつつ、より広いエリアで連携

や、各種施策の検討・推進をするための単位として、上位

の階層（地区や地域など呼称はさまざま）を設けている

事例もある。（新宿、江東、品川、大田、世田谷）

日常生活圏域の設定状況（特別区）
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令和５年４月19日

第７回 練馬区介護保険運営協議会

第９期 練馬区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

施策３

認知症高齢者への支援の充実

検討資料



１ 目標

２ 現状

〇認知症とともに希望をもって日常生活を送れるよう、区民や関係機関の協力を得て、認知症高齢者

とその家族を支えます。

○ 令和５年１月現在、練馬区の認知症高齢者は約２万９千人と推計している。

令和７年には３万１千人に達し、令和22年には約４万３千人に増加すると見込まれている。

○ 要介護認定者の約８割の方に認知症の症状があり、５割超の方が見守りなどの日常生活上の支援を必要としている。

○ 認知症は誰もがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることなども含め、多くの人にとって身近なもの

となっている。国は、令和元年６月に「認知症施策推進大綱」をとりまとめた。大綱では、認知症になるのを遅らせ

る、認知症になっても進行を緩やかにする、また、認知症であっても希望をもって日常生活を過ごせる社会を目指し、

認知症の人や家族の視点を重視しながら、「共生」と「予防」を車の両輪として進める方針が示されている。

○ 「練馬区高齢者基礎調査」によると、認知症施策で必要なこととして、「認知症の兆候を早期に発見できる仕組みづ

くり」が最も多く、次いで「介護している家族の負担の軽減」が多くなっている。
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２ 現状

○ 区は、認知症の早期発見・早期対応に向けた相談支援体制を整えている。

・令和３年10月から認知症に早期に気づき適切な支援を受けられるようにするため、練馬区医師会と連携して、70歳・

75歳の方を対象に「もの忘れ検診」を実施している。令和５年度からは、対象者を70歳以上の希望者にも拡大する。

（75歳以上の高齢運転者は、免許の更新に際し、認知機能検査の受検が義務付けられている。医師の診断書等を提出

した場合、受検が免除されるが、練馬区もの忘れ検診の結果も免除に利用できることが警視庁から認められたこと

から、本年１月から周知を開始している。）

・支援のコーディネーターとして、認知症地域支援推進員を全ての地域包括支援センターに配置し、令和４年度には

6,706件（令和５年２月末時点）の認知症に関する相談に対応した。

・地域包括支援センターで相談を受けた中で困難なケースについては、認知症専門相談（認知症初期集中支援チーム）

として、認知症専門医による個別相談につなげている。

・受診が困難なケースについては、認知症専門医による自宅への訪問面接を令和３年度から実施しているほか、専門

病院のスタッフが電話にて地域包括支援センター職員に相談・助言を行う支援事業を平成30年度から実施している。

○ 認知症予防に向けた地域活動支援として、認知症予防プログラムを実施しているほか、区で養成した認知症予防推進

員による認知症予防の啓発活動など、認知症予防事業の充実を図っている。

○ 認知症発症要因のひとつといわれている耳の聞こえの問題を抱える高齢者の支援として、令和３年７月から高齢者補

聴器費用助成事業を開始した。また、認定補聴器技能者を講師とした加齢性難聴に関する講演会を令和４年度から実

施している。
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２ 現状

15

○ 「認知症施策推進大綱」において、普及啓発・本人発信支援の推進が求められている。

○ 認知症高齢者が地域の中で希望をもって自分らしく暮らし続けることができるよう、本人や家族の声・希望を聞く

「本人ミーティング」を開催し、生活支援コーディネーターと連携して、認知症サポーター等とともに地域で活動

するチームオレンジ活動を令和３年度から実施している。

○ とうきょう認知症希望大使からのメッセージの発信やチームオレンジ活動の様子を展示するなど本人発信支援に取り

組んでいる。

○ 「練馬区高齢者基礎調査」によると、在宅での介護を継続していくうえで家族介護者自身が受けたい支援は「介護者が

気軽に休息がとれるサービス」「介護者が旅行などの休養がとれるサービス」「介護者の身体的負担を軽減するサービ

ス（マッサージなど）」が多くなっている。

○ 在宅で介護をする家族等を対象に、介護学べるサロンや介護相談・交流カフェなど介護家族を支援する取組を進めている。

○ 介護と就労の両立に対する家族介護者の不安解消を図るため、令和4年度から「両立支援チラシ」を作成・配布している。

○ 認知症サポーターの養成や認知症の方と接する時の対応について考えるカードゲーム形式の研修プログラム「N-impro

（ニンプロ）」を実施し、区民とともに認知症高齢者や家族をあたたかく見守る地域づくりを進めている。

○ 「練馬区高齢者基礎調査」によると、成年後見制度の認知度について「名称も内容も知っている」が高齢者一般、

これから高齢期ともに３割半ばとなっている。

○ 練馬区における令和４年度末の成年後見制度の相談件数は1,642人。

「練馬区高齢者基礎調査」によると、成年後見制度の利用意向について「家族などが支援してくれるため、利用したく

ない」が約４割で最も高くなっている。「利用方法がわからないため利用したくない」が約１割となっている。



３ 課題と取組

＜認知症の相談体制の充実と適時・適切な医療・介護の提供＞

○ 認知症になるのを遅らせる、認知症になっても進行を緩やかにするため、早期発見・早期対応の取組を進める必要

がある。

➡ 認知症の早期発見・早期対応のために実施している「もの忘れ検診」は、令和５年度から対象者を拡大すること

としている。検診の結果、認知機能が低下している高齢者は、これまで地域包括支援センターが個別支援してき

たが、対象拡大を踏まえ、介護サービス事業者と連携し、支援体制を広げていく必要があるのではないか。

➡ 75歳以上の高齢運転者が、運転免許更新時の認知機能検査で認知症の疑いがあった場合、免許返納後の個別支援

を検討してはどうか。

＜早期からの認知症予防活動の充実＞

○ 認知症予防活動を推進する必要がある。

➡ 様々な場面で認知症予防について学べるよう、認知症予防の講座を認知症予防事業（脳活体操など）のみならず、

運動や栄養改善等の一般介護予防教室においても実施してはどうか。

➡ 早期からの認知症予防を普及するための「認知症予防講演会」をより多くの方が参加できるよう、オンライン配

信を行うとともに、サテライト会場を設けて実施してはどうか。
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３ 課題と取組

＜認知症高齢者本人や家族の思いを尊重して暮らせる地域づくり＞

○ 認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、地域団体等と連携した見守りや居場所づくり

など、高齢者にやさしい地域づくりを進める必要がある。

➡ 地域における認知症への理解と認知症高齢者への支援を促進するため、認知症サポーター養成講座を積極的に周知

するとともに、養成したサポーターのさらなる活用を図るべきではないか。

➡ 町会・自治会などの地域団体や民間事業者等を対象に、「N-impro（ニンプロ）」を活用した認知症対応型研修を

実施し、地域の見守り体制を強化すべきではないか。

○ 認知症高齢者も地域を支える一員として活躍し、社会参加している姿を積極的に発信することにより、認知症で

あっても希望をもって日常生活を過ごせる社会となるよう、地域における認知症への理解をさらに深める取組を

進める必要がある。

➡ 認知症高齢者が地域で活躍している様子を積極的に発信すべきではないか。

○ 認知症高齢者が認知症とともに希望をもって生活できる地域づくりを進める必要がある。

➡ 「本人ミーティング」や「チームオレンジ活動」の充実を図ってはどうか。

➡ 認知症施策検討に際して、認知症高齢者本人や家族の声を聞く機会を設けてはどうか。
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３ 課題と取組

○ 家族介護者の負担軽減など、在宅での介護を支援する取組を進める必要がある。

➡ 高齢者基礎調査の結果を踏まえ、家族介護者が休息・休養がとれるサービスや、身体的負担を軽減するサービス

などを検討してはどうか。

➡ 遠隔地に住んでいる家族が、地域包括支援センター職員の顔を見ながら相談できるよう、地域包括支援センター

においてオンライン相談ができる体制を整備してはどうか。

➡ 介護と就労の両立に向けた不安解消を図るための取組を充実してはどうか。

○ 増加する認知症高齢者に対応し、適切に権利を擁護していくため、成年後見制度の利用促進や権利擁護支援策の充実

に取り組んでいく必要がある。

➡ 成年後見制度の中核機関である「権利擁護センターほっとサポートねりま」の運営を強化すべきではないか。

➡ 市民後見人の養成・支援等や法人後見の担い手育成など、後見人候補者の充実に取り組んではどうか。

➡ 制度の周知・啓発や検討支援会議の充実を図ってはどうか。

○ 介護者による虐待を防止する取組を進める必要がある。

➡ 介護サービス事業者等と連携し、介護者による虐待防止の啓発に取り組んではどうか。

＜認知症高齢者本人や家族の思いを尊重して暮らせる地域づくり＞
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参考データ

要介護認定者に占める認知症の症状がある人の割合

・要介護認定者の約８割に何らかの認知症の症状があり、５割超に見守り等の何らかの介護の支援が必要とされる。

〈要介護度別〉 〈年代別〉

出典：令和２年9月要支援・要介護認定審査分を分析し作成

出典：日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究を基に推計

・認知症高齢者人口

令和22年には約１万４千人増加する見込み。

・認知症有病率

令和５年の17.9%から令和22年には21.4%に増加する見込み。

※「自立」認知症の症状のない方 「Ⅰ」何らかの認知症の症状のある方 「Ⅱ以上」見守り等の何らかの介護の支援が必要な方

26,000 
28,000 

29,000 
31,000 

43,000 
16.6% 17.2%

17.9%
19.0%

21.4%

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

平成30年 令和２年 令和５年 令和７年 令和22年

【％】【人】
認知症高齢者の推移

認知症高齢者数 認知症有病率
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参考データ

今後力を入れてほしい高齢者施策地域包括支援センターに期待すること

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査 出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

・「個々の高齢者に必要な支援内容を把握し、適切なサービ
スなどの利用につなげる」が４割半ばとなっている。

・これから高齢期においては、「介護している家族への支援」が32.5%
で最も高くなっている。

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344

高齢者一般 n=1,516

要介護認定者 n=1,344

これから高齢期 n=391

10.5%

7.3%

21.5%

1.7%

4.7%

15.8%

23.7%

2.6%

19.0%

3.6%

42.2%

28.6%

10.6%

63.2%

13.9%

1.4%

3.6%

17.3%

20.5%

4.2%

20.7%

3.7%

44.2%

40.5%

0 10 20 30 40 50

無回答

特にない

わからない

その他

地域の社会資源の把握・開発および社会資

源と人的資源のマッチング体制の整備

認知症の早期発見・早期対応などの認知症

施策の推進

在宅医療・介護連携の推進

地域の関係者が高齢者に関する地域課題

などを検討するための地域ケア会議の充実

ケアマネジャーへの日常的個別指導・相談

高齢者の虐待防止・早期対応や権利擁護

を図る

個々の高齢者に必要な支援内容を把握し、

適切なサービスなどの利用につなげる

要支援者などを対象に、適切な介護予防

サービスの利用を促進する

(%）要支援認定者 要介護認定者

4.9 

2.6 

3.8 

1.8 

7.9 

32.5

7.7

8.7

18.2

2.3

25.3

17.9 

10.5 

19.7 

14.1 

13.0 

21.5 

21.0 

22.0 

12.4 

3.3 

6.9 

1.1 

5.0 

26.0 

5.9 

13.6 

20.4 

1.6 

26.6 

9.4 

6.5 

15.9 

24.0 

14.8 

19.0 

2.2 

11.0 

7.7 

4.2 

3.5 

0.8 

9.5 

21.4 

7.9 

7.3 

20.3 

2.8 

22.7 

17.2 

6.9 

28.8 

18.7 

14.5 

25.1 

9.8 

14.4 

0 10 20 30 40

無回答

特にない

わからない

その他

防犯・防災対策

介護している家族への支援

定期的な安否確認のための見守り

認知症高齢者への支援

特別養護老人ホームなどの介護施設の整備

地域におけるボランティア活動・組織への支援

介護が必要な高齢者に対するサービスの充実

高齢者が住みやすい住宅への支援

公共的建物や道路、公園などのバリアフリー化

介護が必要にならないようにする介護予防・認知症

予防の充実

在宅療養を受けている患者の緊急時の入院を受け

入れる病床の整備

急性期の病院から在宅生活へつなぐ回復期リハビリ

テーション病床の整備

健康管理・健康づくりへの支援

就労支援

生きがいづくり・社会参加への支援

(%）高齢者一般 要介護認定者 これから高齢期
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7.1 

2.2 

1.8 

1.6 

3.6 

18.0 

1.6 

1.3 

39.0 

18.3 

57.4 

7.1 

57.4 

9.6 

0.8 

1.4 

2.1 

5.7 

27.6 

2.4 

1.4 

35.4 

19.9 

57.3 

9.3 

55.2 

0 10 20 30 40 50 60

無回答

相談しない

その他

社会福祉協議会

保健相談所

地域包括支援センター

民生・児童委員

介護家族の会や認知症カフェ

ケアマネジャー

精神科などの専門医

かかりつけ医

知人・友人

家族・親族

【％】

要支援認定者 要介護認定者

参考データ

認知症に関わる施策で必要なこと 認知症の相談先

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査 出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

・「認知症の兆候を早期に発見できる仕組みづくり」が最も高くなっている。 ・「家族・親族」「かかりつけ医」が5割半ばと高く、「ケアマネ

ジャー」「地域包括支援センター」と続いている。

高齢者一般 n=1,516

要介護認定者 n=1,344

これから高齢期 n=391

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344

5.6 

2.3 

0.8 

1.5 

9.7 

7.4

49.1

15.1

9.7

30.7

9.0 

12.3 

37.3 

55

14.7 

6.3 

1.6 

1.3 

4.5 

4.4 

38.5 

12.4 

8.6 

19.3 

13.0 

11.5 

30.8 

43.9 

13.9 

3.6 

1.5 

2.1 

7.8 

8.1 

35.2 

13.6 

10.0 

28.4 

11.0 

16.2 

25.4 

50.1 

0 20 40 60

無回答

特にない

その他

権利擁護センター「ほっとサポートねりま」からの支援

介護保険制度や成年後見制度、その他の利用できるサー

ビスに関する情報提供

認知症予防についての講習会や情報提供

介護している家族の負担の軽減

認知症高齢者グループホームの整備など、介護保険サービ

スの充実

認知症の人本人が自らの気持ちや必要としていることを話し

合える場や機会の提供

本人や家族が気軽に相談できる場所や共に活動できる居

場所の整備

地域での見守りなど、日常的な支え合い

認知症について正しい知識を得るための講習会や情報提

供

医療と介護保険サービスの連携による認知症の人を支える

仕組みづくり

認知症の兆候を早期に発見できる仕組みづくり

(%）高齢者一般 要介護認定者 これから高齢期
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参考データ
家族介護者の不安や困りごと介護をしていてつらいときの相談先

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査 出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

・「家族・親族」最も高く、「ケアマネジャー」と続いている。 ・「日中、家を空けることに不安を感じる」が最も高く、「精神的なストレスがた

まっている」が続いている。

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344

9.8 

5.2 

11.1 

7.0 

7.7 

10.4 

16.3 

45.2 

0.4 

0.3 

0.4 

4.5 

49.8 

21.7 

9.9 

10.1 

3.0 

11.2 

5.6 

11.8 

30.3 

1.5 

0.6 

0.2 

3.7 

41.5 

0 10 20 30 40 50

無回答

つらい時はない

どこにも（誰にも）相談していない

その他

地域包括支援センター

在宅サービスを行っているホームヘ

ルパー・訪問看護師等

医師・医療機関

ケアマネジャー

社会福祉協議会

介護家族の会や認知症カフェ

ボランティア

近所の人

家族・親族

【％】
要支援認定者 要介護認定者

11.7 

11.9 

5.3 

17.9 

20.9 

32.6 

25.5 

38.5 

26.8 

17.3 

1.5 

13.3 

9.3 

7.8 

7.1 

10.7 

7.8 

24.1 

41.0 

11.6 

14.8 

20.9 

20.6 

4.5 

14.4 

14.8 

18.5 

15.1 

26.5 

19.1 

8.4 

2.2 

9.2 

6.2 

7.1 

7.1 

6.5 

5.8 

14.8 

30.5 

9.2 

9.5 

0 10 20 30 40 50

無回答

特に困っていることはない

その他

経済的につらいと感じたときがある

先々のことを考える余裕がない

自分の自由になる時間が持てない

自分の用事を済ませることができない

精神的なストレスがたまっている

身体的につらい（腰痛や肩こり等）

睡眠時間が不規則になり、健康状態がおもわしくない

サービスを利用したら本人の状態が悪化した（したことがある）

家の構造が介護をするのに適していない

家族や親族に介護を協力してもらえない

誰に、何を、どのように相談すればよいかわからない

介護を家族など他の人に任せてよいか、悩むことがある

適切な対応や介護方法がわからない

本人に受診を勧めても同意してもらえない

本人の言動が理解できないことがある

日中、家を空けることに不安を感じる

来客の際に気を遣う

本人に正確な症状を伝えるのが難しい

【％】

要支援認定者 要介護認定者
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14.1 

21.8 

3.9 

14.1 

9.8 

5.4 

13.6 

9.0 

27.2 

30.7 

31.0 

26.9 

23.2 

3.4 

10.1 

6.5 

4.3 

12.9 

8.8 

20.9 

19.4 

21.3 

0 10 20 30 40 50

無回答

特にない

その他

介護に関する定期的な情報提供

介護の技術が学べる研修・講座

介護者同士で話ができる機会の提供

介護の悩みを個別に相談できるサービス

（電話や自宅等への訪問）

介護の悩みを個別に相談できるサービス

（相談会など）

介護者の身体的負担（腰痛や肩こり

等）を軽減するサービス（マッサージ

等）

介護者が旅行などの休養がとれるサービ

ス（一定期間の入所など）

介護者が気軽に休息がとれるサービス

（一時入所など）

【％】
要支援認定者 要介護認定者

参考データ
主な介護者の勤務形態在宅での介護を続けていくうえで、介護者自身が受けたい支援

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

正規社員 15.3％

非正規社員

3.8％

パート・

アルバイト 12.3％

学生 0.1%

無職 44.6%

その他 8.2%

無回答 15.6%

31.4%

・要介護認定者の家族介護者では「介護者が気軽に休息がとれるサービス

（一時入所など）」が最も高く、「介護者が旅行などの休養がとれる

サービス（一定期間の入所など）」が続いている。

・主な介護者の約３割は働いている。

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344

n=1,518

要介護認定者

（要支援 + 要介護）
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0.5 

1.4 

0.9 

1.5 

28.1 

14.4 

13.1 

16.7 

7.9 

7.0 

9.5 

5.7 

1.5 

2.4 

2.7 

3.2 

23.0 

37.9 

38.8 

41.3 

3.6 

2.6 

3.0 

2.1 

32.0 

30.4 

27.1 

23.4 

3.3 

3.9 

4.8 

6.2 

これから高齢期

要介護認定者

要支援認定者

高齢者一般

既に利用している

利用してみたい

制度の内容がよく理解できていないため、利用したくない

利用方法がわからないため、利用したくない

参考データ

成年後見制度の認知度 成年後見制度の利用意向

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査 出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

・高齢者一般、これから高齢期では「名称も内容も知っている」

が３割半ばとなっている。

・「家族などが支援してくれるため、利用したくない」が最も高く

なっている。制度の内容や利用方法を理由に利用したくないと回

答する方が１割程度いる。

高齢者一般 n=1,516

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344

これから高齢期 n=391

37.3 

23.8 

28.4 

36.9

42.5 

45.6 

47.0 

41.8

18.2 

24.7 

17.5 

15

2.0 

5.9 

6.3

これから高齢

期

要介護認定者

要支援認定者

高齢者一般

名称も内容も知っている 名称は聞いたことがある

初めて聞いた 無回答

7.2

高齢者一般 n=1,516

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344

これから高齢期 n=391
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現在の主な取組

事業名 事業概要 令和４年度実績

１ 早期からの認知症予防活動の充実

認知症予防プログラム
認知症予防に効果があるとされる活動を習得するとともに、活動を継続
的に行う自主グループの立ち上げを目指すプログラム。

SNS交流編：4教室
絵本読み聞かせ編：2教室
脳活体操編：3教室

２ 認知症の相談体制の充実と適時・適切な医療・介護の提供

もの忘れ検診

70歳・75歳を対象に実施している「もの忘れ検診」を、５年度から70歳
以上の希望者にも拡大。希望者は、地域包括支援センターの窓口等で認
知症チェックリストを行い、20点以上となった場合、受診券を郵送する。
検診結果に応じて、専門医療機関の受診や介護保険サービスなど、一人
ひとりに合わせた支援につなぐ。

70歳・75歳対象に実施
67名を個別支援

認知症専門相談
（認知症初期集中支援チーム）

複数の専門職が家族の訴え等により認知症が疑われる人や認知症の人や
家族を訪問し、家族支援などの初期の支援を包括的、集中的（おおむね
６ヶ月）に行い、自立生活のサポートを行う。

地域包括支援センター認知症
相談数 6,706件（令和５年２
月末時点）
初期集中 58回実施

在宅療養推進協議会
認知症専門部会

高齢者等が在宅で安心して療養ができる体制の構築を医療、介護の関係
機関が連携して推進するため協議を行う。

在宅療養推進協議会２回
認知症専門部会 ３回

認知症専門病院との連携
ケースの困難度により、認知症疾患医療センター（慈雲堂病院）や認知
症病床を有する病院（陽和病院）の協力を得ながら対応。必要に応じて
専門医による訪問面接を行う。

電話相談 86件
訪問面接 ２件

認知症医学講座
若年性認知症を含む認知症の知識を普及を図るため、専門医による講座
を行う。

1回 16名参加

医療と介護の連携
医療と介護の両方を必要とする高齢者が住み慣れた地域で生活できるよ
う地域包括支援センターが中心となって実施する多職種連携会議等を通
じて、医療と介護の連携を構築する。

実施
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事業名 事業概要 令和４年度実績

３ 認知症高齢者本人や家族の思いを尊重して暮らせる地域づくり

認知症サポーター養成
本人ミーティング
チームオレンジ活動

認知症サポーター養成講座・高齢者支え合いサポーター育成研修を実施
し、認知症サポーターを養成する。認知症高齢者・家族の声や希望を聞
く本人ミーティングをとおして、認知症サポーターとともに地域で活動
するチームオレンジ活動をとおし活躍する姿を発信する。

・25か所の地域包括支援セン
ターで実施・

・チームオレンジ展1回
・認知症サポーター養成講座
受講者数935人

・N-impro373人

認知症ガイドブック
練馬区における認知症ケアパスや相談機関、支援サービス等を区民に対
してわかりやすく示し、認知症とともに安心して暮らせる方策について
啓発を図る。

5,000部発行

介護者支援
在宅で高齢者を介護する家族を対象に、介護学べるサロン・介護相談交
流カフェ・介護なんでも電話相談等を実施

・介護相談交流カフェ7回
・介護家族支援者交流会1回
・介護学べるサロン21回
・介護なんでも電話相談75件
・認知症フォーラム１回

位置情報提供サービス利用料助成
認知症により外出したまま自宅に戻れない症状がある方の家族向けに、
GPSを利用した位置情報提供と現場急行サービスの利用料を助成

52人

三療サービス
65歳以上の申請者に対して、はり・きゅう・指圧マッサージのサービス
のうちいずれか施術1回につき1,500円で受けられる利用券を一人4回ま
で送付。

7,118件

成年後見制度の利用促進
本人の状況に適した後見人を選任するための検討支援会議の実施や市民
後見人の養成研修の開催、法人後見の受任、後見人への報酬助成等

検討支援会議 12回
市民後見人養成研修77人(累計)
法人後見 ４件受任
報酬助成 46件

現在の主な取組
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もの忘れ検診対象者拡大

現在の主な取組

認知機能が低下している方は、地域包括支援センターで個別

支援を実施し、専門医療機関や介護保険サービスへつなぐ

実施医療機関にて、もの忘れ検診を受診

区から全員に

受診券を発送

70歳・75歳の方
70歳以上の

希望者の方
対
象

①
受
診
券
発
送

②
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク

地域包括支援センター窓口や

区ホームページの認知症チェック

リストを実施し、 20点以上の方

同封の認知症チェック

リストを実施し、

20点以上または

もの忘れが心配な方

①
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク

地域包括支援センターへ検診を申込

区から申込者へ受診券を発送

③
受
診

④
支
援

②
受
診
券
発
送

【既存】 【拡大】
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○27か所地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置

○随時相談を受付。必要に応じて認知症初期集中支援チームによる

訪問相談を実施。

○医師の見立てや助言が必要なケースは、専門医が参加するチーム

員会議に諮る（４圏域×月１回）

○ケースにより認知症疾患医療センター（慈雲堂病院）や認知症病床

を有する病院（陽和病院）の協力を得ながら対応

○認知症の早期発見・早期対応と困難ケースへの支援構築にあたる

○令和４年度実績 地域包括支援センター認知症相談25か所 延6,706件（令和５年２月末時点）

認知症初期集中支援チーム対応件数 58件

認知症相談体制

本人 家族
地域包括支援センター

[医療と介護の相談窓口]

認知症地域支援推進員

保健師・看護師等

かかりつけ医
認知症初期集中
支援チーム

複数の専門職による個別の訪問支援
（受診勧奨や本人・家族への支援等）

連携（情報提供・助言） 専門医
サポート医

連携
（情報提供・助言）

連携

認知症疾患医療センター等

治療

相談

訪問

連携（紹介）

連携（助言・診断）

医療系職員
（保健師等）

介護系職員
（介護福祉士等）
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介護家族の会・認知症カフェ（介護家族の会11か所、認知症カフェ11か所）

〇区内の地域団体の一覧表を区ホームページで紹介

認知症フォーラム（１回 参加者 91人）

〇認知症に関するタイムリーな話題を提供・各団体紹介

（練馬区地域包括支援センター、練馬区社会福祉協議会権利擁護センター

ほっとサポートねりま、練馬区介護サービス事業者連絡協議会、練馬区薬剤師会、

慈雲堂病院認知症疾患医療センター、 若年認知症ねりまの会MARINE、

ＮＰＯ法人認知症サポートセンター・ねりま）

仕事をつづけながら介護をするために

～仕事と介護の両立支援ちらし～の発行（5千部）

〇仕事と介護の両立支援ちらしを、地域包括支援センター、図書館、

区民事務所など区立施設で配布、うら面の「介護のストレスチェックシート」は、

家族を介護している方が自身でチェックできる。

チームオレンジ活動
本人ミーティング（25か所の地域包括支援センターで実施）

〇認知症高齢者が集い、自らの体験や希望、必要としていることを語り合い、地域の中で希望をもって自分らしく暮らし

続けることができるよう暮らしやすい地域のあり方等を話し合う場。

チームオレンジ活動（25か所の地域包括支援センターで実施）

〇認知症高齢者・家族の声や希望を聞く「本人ミーティング」をとおして、地域の認知症

サポーターの方とともに手芸や音楽などの地域活動を行うしくみ。

〇認知症とともに生きる人たちが、地域に向けて取組を発信するチームオレンジ展を開催

〇とうきょう認知症希望大使からのメッセージを認知症サポーター養成講座などで発信。

介護者支援事業 ※数値は令和４年度実績

現在の主な取組
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第９期 練馬区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

施策４

在宅生活を支える医療と介護サービス基盤の整備

検討資料

令和５年４月19日 第７回 練馬区介護保険運営協議会資料より30



１ 目標

２ 現状

○ 要介護状態になっても、安心して希望する在宅生活を続けることができるよう、相談体制の充実

や在宅医療と地域に根ざした介護サービスの環境を整備し、関係者間の連携を強化します。

○ 「練馬区高齢者基礎調査」によると、区内の高齢者の８割超、要介護認定を受けている方の９割超が医療を受けてい

る。安心して在宅生活を続けるためには、入退院時や状態の急変時を含めた在宅療養生活への支援、看取り対応など、

切れ目のない医療・介護サービスの提供が必要である。

○ 区内の高齢者を支える医療・介護資源は、病院18か所、診療所535か所（うち在宅療養支援病院４か所、在宅療養

支援診療所79か所）、歯科診療所462か所、調剤薬局332か所、訪問看護ステーションが94か所あり、介護サービス

事業所は1,000か所超ある。介護サービス事業所のうち、24時間体制で在宅生活を支援する地域密着型サービスは、

小規模多機能型居宅介護15か所、看護小規模多機能型居宅介護８か所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護15か所、

認知症高齢者グループホーム39か所を整備し、要介護状態になっても、区民が住み慣れた地域で自分らしい生活を

続けることができるようサービス基盤の整備を着実に進めている。

○ 区では、平成25年度から医療・介護関係者や介護家族等から成る在宅療養推進協議会を設置し、医療と介護の連携に

向けた取組を進めている。
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２ 現状

○ 区は、全ての地域包括支援センターに「医療と介護の相談窓口」を設け、医療・介護連携推進員および認知症地域支

援推進員を配置している。在宅療養や認知症等について区民が相談できる体制の充実を図り、退院後に自宅等での在

宅療養生活に円滑に移行できるようにするなど、必要な医療・介護サービスを調整している。

○ 令和３年４月に、誰もが安心して在宅医療が受けられるよう、在宅医療を担う医師や医療機関への支援を行う練馬区

医療連携・在宅医療サポートセンターを練馬区医師会に設置している。

○ 「練馬区高齢者基礎調査」によると、脳卒中の後遺症や末期がんなどで長期療養が必要になった場合、病院などへの

入院・入所をせずに、自宅での生活を望む高齢者は約５割となっている。一方で、在宅療養の実現可能性については、

「難しいと思う」が「可能だと思う」を上回っている。また、在宅療養の実現が難しいと思う理由としては「家族の

負担」に続き「急な病状変化への対応が不安」が多くなっている。

○ 在宅療養生活を続けていくには本人の考えの確認、家族等の理解・協力が必要になるが、「練馬区高齢者基礎調査」

によると、自らが望む医療・ケアについて話し合う「人生会議」（ＡＣＰ：アドバンス・ケア・プランニングの愛称）

を家族や医師等と行ったことのある高齢者は２割半ばにとどまっている。

○ 「練馬区高齢者基礎調査」によると、約４割の高齢者が自宅で最期を迎えたいと回答している。一方で、令和３年の

区内の看取り死数をみると、６割半ばの高齢者が病院で亡くなり、自宅で最期を迎えているのは約２割となっている。

在宅看取りの割合は、平成23年の数値と比較すると約２倍となっている。

※看取り死とは、病死・自然死のうち、医師（監察医・嘱託医以外）が死亡診断書を発行したもの

32



３ 課題と取組

＜住み慣れた地域で暮らしながら、自宅での療養を安心して選択できる環境の整備＞

○ 今後、医療や介護など支援が必要な高齢者の増加が見込まれる。相談支援を強化し、高齢者が自宅での療養を安心し

て選択できる環境づくりを進める必要がある。また、感染症や自然災害が発生した場合であっても、要介護者の状態

に応じて、医療と介護サービスが円滑に連携し、在宅生活を支えるための備えが必要である。

➡ 身近な地域の相談体制を強化するため、地域包括支援センターの区立施設への移転、高齢者人口の将来推計や地域

の人口バランスを考慮した増設を検討すべきではないか。

○ 地域密着型サービスは、医療・介護双方のニーズを有する高齢者や認知症高齢者の増加が見込まれることを踏まえ、

区内のどの地域でも多様な介護サービスを受けられる環境の整備が必要である。

➡ 高齢者基礎調査等の結果やサービスの利用状況を精査し、地域特性や社会資源等を考慮したうえで、今後の基盤

整備の方針を検討してはどうか。

○ 地域密着型サービスについては、利用が進まないサービスがあるため、サービス内容の正しい理解を深め、利用を

促進する取組が必要である。

➡ 介護サービス事業者連絡協議会との協働による地域密着型サービスの普及のための取組を充実すべきではないか。
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３ 課題と取組

＜在宅療養ネットワークの強化と医療提供体制の充実＞

○ 今後さらに、在宅医療のニーズが高まることが見込まれるため、医療・介護等の関係者が在宅医療・在宅介護に積極

的に取り組めるよう、在宅療養ネットワークの充実に取り組むことが必要である。

○ 急性期から在宅まで切れ目のない医療・介護を提供する必要がある。

➡ 医師、看護師、ケアマネジャー等の多職種による高齢者を支える在宅ネットワークのチームに消防を加え、緊急時

にも本人の意思を尊重した対応ができるよう連携を強化してはどうか。

➡ 「人生会議」について、終活の相談支援にあわせて周知するなど、さらなる区民への普及啓発を図ってはどうか。

➡ 医療連携・在宅医療サポートセンターと協力し、在宅医療における体制強化を図ってはどうか。

➡ 練馬光が丘病院跡施設を活用した地域包括ケア病床・療養病棟・緩和ケア病棟を有する病院を含む医療・介護の複

合施設について、令和７年４月の開設に向け整備を着実に進めるべきではないか。
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参考データ
第１号被保険者数および要介護認定者の状況（令和５年１月末現在）

・高齢者の約２割が要介護認定を受けている。後期高齢者の要介護認定率は、前期高齢者の約７倍となっている。

医療の受診形態

・高齢者一般では８割が医療を受けている。要介護認定者では、９割超が医療を受けており、

そのうち約２割半ばが訪問診療・往診を利用している。

n=1,447

n=927

n=1,185

n=35863.9 

60.2 

88.4 

82.3 

0.8 

8.1 

3.0 

0.5 

0.0 

24.6 

4.3 

0.5 

33.5 

2.8 

2.7 

12.9 

1.8 

4.3 

1.6 

3.8 

これから高齢期

要介護認定者

要支援認定者

高齢者一般

通院している 通院と往診の両方を利用している

訪問診療・往診を利用している 受診していない

無回答

第１号被保険者数 163,172

65歳以上
75歳未満

71,402

75歳以上 91,770

区分
要支援
１

要支援
２

要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５

合計 認定率

第１号被保険者 4,952 4,145 7,044 6,836 4,777 4,585 3,391 35,730 21.9％

65歳以上
75歳未満

501 458 636 721 428 393 384 3,521 4.9％

75歳以上 4,451 3,687 6,408 6,115 4,349 4,192 3,007 32,209 35.1％

第２号被保険者 59 73 112 148 118 93 107 710

合 計 5,011 4,218 7,156 6,984 4,895 4,678 3,498 36,440

構成比 13.8％ 11.6％ 19.6％ 19.2％ 13.4％ 12.8％ 9.6％ 100％

出典：介護保険状況報告（令和5年1月分）抜粋

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

高齢者一般 n=1,516

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344

これから高齢期 n=391
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参考データ
区内の医療と主な介護サービス事業所

種別 数 種別 数

病院 18 診療所 535

歯科診療所 462 介護老人保健施設 14

居宅介護支援事業所 194 訪問看護 87

訪問介護 209 通所介護 85

小規模多機能型居宅介護 16 看護小規模多機能型居宅介護 6

認知症対応型共同生活介護 37 地域密着型通所介護 110

認知症対応型通所介護 11 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 14

短期入所生活介護 40 短期入所療養介護 14

病院・診療所・歯科診療所 令和４年７月現在
介護サービス事業所 令和４年７月現在

人生の最期を迎えたい場所

・すべての対象において、「自宅」が最も多くなっている。

病院（診療所含む）

60.8％

自宅

24.8％

介護施設等

13.3％

その他

1.1％
n＝6,593

死亡場所

・病院で亡くなる方が約６割、自宅で亡くなる方は２割半ばとなって
いる。

出典：令和４年度練馬区死亡小票分析報告書

1.0 

35.8 

3.6 

6.6 

6.6 

5.1

3.8

0.8

36.6

3.9 

16.1 

1.1 

5.7 

2.6 

4.3

9.6

1.6

55.1

2.9 

13.8 

1.3 

8.4 

7.1 

5.4 

10.5 

0.9 

49.7 

3.6 

25.3 

2.0 

7.8 

7.7 

4.8 

7.5 

0.9 

40.4 

0 20 40 60

無回答

わからない

その他

ホスピス以外の医療機関

ホスピス（緩和ケア病棟）

サービス付き高齢者住宅・有料

老人ホーム・都市型軽費老人

ホーム等の高齢者向け住宅

介護保険で利用できる施設

（特別養護老人ホーム等）

子供など親族の家

自宅

【%】高齢者一般 要支援認定者 要介護認定者 これから高齢期

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

高齢者一般 n=1,516

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344

これから高齢期 n=391
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参考データ
看取りに関わった経験のある居宅介護支援事業所

・約９割の居宅介護支援事業所は看取りを経験している。

在宅療養を継続するために必要なこと

・「家族の理解・協力」が最も多く、「定期的かつ随時のヘルパーや
看護師の対応」と続いている。

6.4 

5.7 

3.9 

45.2 

15.3 

35.0 

28.3 

21.9 

35.4 

42.2 

21.4 

24.8 

32.3 

40.6 

49.0 

7.8 

5.5 

3.9 

34.1 

16.6 

35.9 

33.5 

19.5 

29.7 

43.4 

21.4 

15.3 

29.3 

32.4 

41.3 

0 10 20 30 40 50 60

無回答

特にない

その他

家族が理解・協力してくれる

声かけや見守りなど地域の理解や支え

困ったときの身近な相談体制

配食や買い物、ごみ出しなどの生活支援

住まいの構造のバリアフリー

ショートステイなどを利用したいときに利用

体調急変時に一時的に入院できる

リハビリができる入院施設

認知症に配慮した介護保険サービス

施設へ通いや泊まり、自宅訪問などの柔軟な対応

計画的あるいは随時の自宅での医師の診療

定期的かつ随時のヘルパーや看護師の対応

(%）

要支援認定者 要介護認定者出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

n=123

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344
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参考データ
在宅療養の希望と実現可能性

・高齢者一般、これから高齢期では「難しいと思う」が最も
多く、要支援認定者、要介護認定者では「可能だと思う」
が最も多くなっている。

在宅療養が難しいと思う理由

・「家族の負担」に続き「急な病状の変化への対応」が多くなって

いる。

【％】
0.0 

28.8 

6.6 

0.5 

10.2 

12.0 

13.6 

10.9 

37.9 

23.1 

33.0 

37.3 

16.1 

7.7 

12.1 

15.3 

34.5

20.7 

27.0 

30.7 

1.3 

7.7 

7.7 

5.1 

これから

高齢期

要介護

認定者

要支援

認定者

高齢者

一般

在宅療養を受けている 可能だと思う 難しいと思う

在宅療養を希望しない わからない 無回答

7.5%

3.6%

2.4%

15.8%

1.6%

7.2%

14.0%

24.2%

21.7%

34.8%

57.5%

15.2 

9.7%

3.1%

2.8%

17.6%

1.9%

10.2%

9.4%

26.2%

22.9%

29.3%

54.4%

22.0 

0 10 20 30 40 50 60

無回答

特に理由はない

その他

経済的な負担が大きいから

地域の訪問看護・介護体制が

整っていないから

往診してくれる医師がいないから

療養できる居住環境（部屋やト

イレ等）が整っていないから

在宅での体調悪化時にすぐに入

院できるかわからないから

在宅でどのような医療や介護を受

けられるかわからないから

急に病状が変わったときの対応が

不安だから

介護してくれる家族などに負担を

かけるから

介護してくれる家族がいないから

(%）
要支援認定者 要介護認定者

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

高齢者一般 n=1,516

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344

これから高齢期 n=391

要支援認定者 n=577

要介護認定者 n=414
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32.3 

27.4 

22.1 

15.1 

20.0 

18.8 

17.5 

14.0 

20.9 

26.0 

29.1 

31.9 

16.7 

19.6 

20.9 

31.0 

10.1 

8.1 

10.5 

8.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和４年度

令和元年度

平成28年度

平成25年度

現在利用している 利用したことがある

名前は知っているが利用したことはない 知らない

無回答

人生の最終段階の話し合い

・人生の最終段階における医療やケアについて、家族や医師等と

話し合ったことがある高齢者は２割半ばとなっている。

参考データ 人生の最終段階の話し合いをしていない理由

・「話し合うきっかけがなかったから」が５割超で最も多く

なっている。

地域包括支援センターの認知度

・地域包括支援センターの認知度は、前回、

前々回と比較して向上しているが、要支援・

要介護認定者においては、いまだ「知らな

い」という回答が１割半ばとなっている。

詳しく話し

合っている

1.4%

一応話し合っている

23.5%

ほとんど

話し合っていない 26.5 %

話し合っていない

45.0%

無回答

3.6%

1.5%

14.1%

17.5%

45.4%

31.3%

1.2%

4.9%

9.1%

16.5%

50.9%

30.2%

3.1%

0 10 20 30 40 50 60

無回答

その他

知識がないため、何を話し

合っていいのかわからない…

話し合うきっかけがなかった

から

話し合う必要性を感じない

から

話し合いたくないから

(%）高齢者一般 これから高齢期

高齢者一般 n=1,084

これから高齢期 n=326

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

高齢者一般 n=1,516

要支援・要介護

認定者

n=1,534

n=2,824

n=2,112

n=2,946
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参考データ
地域包括支援センターに期待すること

・「必要な支援内容の把握とサービスの調整」が４割半ばとなってい
る。

医療機関との連携で取り組んでいること

・健康管理や緊急時対応、往診等での連携が図られている。

10.5%

7.3%

21.5%

1.7%

4.7%

15.8%

23.7%

2.6%

19.0%

3.6%

42.2%

28.6%

10.6%

63.2%

13.9%

1.4%

3.6%

17.3%

20.5%

4.2%

20.7%

3.7%

44.2%

40.5%

0 10 20 30 40 50

無回答

特にない

わからない

その他

地域の社会資源の把握・開発および社会資

源と人的資源のマッチング体制の整備

認知症の早期発見・早期対応などの認知症

施策の推進

在宅医療・介護連携の推進

地域の関係者が高齢者に関する地域課題な

どを検討するための地域ケア会議の充実

ケアマネジャーへの日常的個別指導・相談

高齢者の虐待防止・早期対応や権利擁護を

図る

個々の高齢者に必要な支援内容を把握し、

適切なサービスなどの利用につなげる

要支援者などを対象に、適切な介護予防サー

ビスの利用を促進する

(%）要支援認定者 要介護認定者

要支援認定者 n=1,280

要介護認定者 n=1,344 5.4 

11.5 

0.6 

2.2 

5.0 

8.1 

13.3 

27.2 

46.1 

46.5 

63.1 

0 10 20 30 40 50 60 70

無回答

特にない

法人内で医療機関も経営しており、

連携の問題はない

その他

職員への研修講師などをお願いしている

提携病院があり、入院を受け入れても

らっている

急変時の受け入れを依頼できる病院を

確保している

ケースカンファレンスへの参加

往診をしてくれる医師・医療機関がある

緊急時の対応

医療機関から利用者の健康管理や

処置について助言を受けている

【％】出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

ｎ＝540
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参考データ
医療機関との連携を進めるうえでの課題

・「情報共有システムが確立されていない」が約５割で最も多く

なっている。

居宅介護支援事業所における医療機関との入退院支援・
調整の課題

・「医療機関によって、入退院支援・調整の対応が異なる」が

８割超で最も多くなっている。

16.5 

12.0 

1.5 

8.5 

8.9 

20.9 

25.7 

46.5 

0 10 20 30 40 50 60

無回答

その他

連携の必要性を感じていない

共有すべき情報がわからない

個人情報保護に基づく情報提供の同意手続

きが難しい

医療機関の協力が得られない

連携のための事務負担が大きい

情報共有システムが確立されていない

【％】
出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

ｎ＝540

4.1 

5.7 

3.3 

13.8 

17.9 

21.1 

43.1 

43.1 

47.2 

75.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

無回答

特にない

その他

転院時の調整ができていない

退院時に、在宅医と円滑な連携がとれ

ていない

入院時に、医療機関に対して十分な

情報提供ができていない

退院時に、医療機関から十分な情報

提供がない

退院前カンファレンスが十分にできてい

ない

退院時に、利用者・家族が病状等につ

いて十分に理解できていない

医療機関によって、入退院支援・調整

の対応が異なる

【％】出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

ｎ＝123
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参考データ
整備が必要な地域密着型サービス

・居宅介護支援事業所において今後整備が必要とする地域密着型

サービスは、定期巡回・随時対応型訪問介護看護が約５割となっ

ている。

4.9 

12.2 

13.0 

16.3 

18.7 

13.8 

9.8 

34.1 

45.5 

50.4 

0 10 20 30 40 50 60

無回答

特に必要はない

地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護

認知症対応型共同生活介護

看護小規模多機能型居宅介

護

小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護

【％】

ｎ＝123

出典：令和４年度練馬区高齢者基礎調査

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所のサービス提供エリア

・練馬圏域および光が丘圏域において、サービス提供エリアと

なっていない地域がある。
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参考データ
看護小規模多機能型居宅介護支援事業所の医療行為受入状況

・看護小規模多機能型居宅介護事業所では、利用者に対して

「胃ろう（100%）」等の医療行為を提供できる事業所が多い。

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の距離別の利用者数

・利用者の自宅から事業所までの距離は「2km以上」が44.9％

と最も多かった。

出典：令和４年度練馬区施設整備調査

8.4%

3.7%

18.7%

24.3%

44.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

① 0.5km未満

② 0.5km以上１km未満

③ １km以上1.5km未満

④ 1.5 km以上２km未満

⑤ ２km以上

出典：令和４年度練馬区施設整備調査

100.0%
71.4%
71.4%

100.0%
71.4%

100.0%
71.4%

100.0%
42.9%
42.9%

100.0%
100.0%
100.0%
100.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0%

１ 胃ろう

２ 経管栄養

３ 点滴

４ バルーン

５ IVH

６ 人工肛門

７ 導尿

８ 在宅酸素

９ 膀胱ろう

10 気管切開

11 痰吸引

12 インスリン注射

13 褥瘡

14 血糖測定

15 感染症

ｎ＝107

ｎ＝7
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参考データ
地域密着型サービスの事業運営上の課題

・地域密着型サービスにおける事業運営上の課題として、
「利用者が限定される（要支援が対象外など）」が48.0％、
「サービスの内容があまり知られていない」が45.1%と
なっている。

45.1%

48.0%

22.0%

1.7%

42.8%

26.0%

2.9%

11.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

サービスの内容があまり

知られていない

利用者が限定される

（要支援が対象外など）

事業所の数が多い

事業所の数が少ない

介護報酬・加算が少ない

各事業所間の連携

よくわからない

その他

出典：令和４年度練馬区施設整備調査

ｎ＝345
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事業名 事業概要 令和４年度実績

１ 医療と介護の相談窓口の支援力強化

医療と介護の相談窓口 別紙

認知症専門相談 窓口に認知症地域支援推進員を配置
認知症相談 6,706件（令和５年２月末時
点）

在宅療養に関する研修
医療と介護サービスのコーディネートの支援力向上のため
ケアマネジャーを対象に実施

地域同行型研修 ２回 56人
地域カンファレンス・全体報告会
８回 155人

２ 在宅療養ネットワークの充実

在宅療養推進協議会
医師、介護サービス事業者、介護家族等と在宅療養の推進
のための課題抽出や施策を協議

在宅療養推進協議会 １回
在宅療養専門部会 ３回

事例検討会 顔の見える関係づくりや多職種連携推進のため実施 4回実施 参加456人

多職種連携会議や認知症事例
検討会等の開催支援

地域包括支援センターが中心となって実施する多職種連携
会議や、地域の医療・介護事業者等が実施する認知症事例
検討会等を通して、医療と介護が連携した在宅療養ネット
ワークを構築

多職種連携会議 ４回
認知症事例検討会 ２回

在宅医療同行研修
病院スタッフが在宅医療を実践的に学ぶため、訪問看護師
等の在宅スタッフの訪問に同行

同行訪問 ２病院 参加18人
振返研修 １病院

３ 在宅療養を支える医療・介護等の普及啓発と利用促進

在宅療養講演会・在宅療養ガイドブック 別紙

後方支援病床の確保
在宅療養患者の緊急入院や短期間の受入れに対応するため、
医師会の協力を得て後方支援病床を確保

利用件数 延122件（令和５年２月末時
点）

摂食・えん下機能支援事業の
実施

摂食えん下機能の低下の早期発見と支援のため、歯科医師
会の協力を得て実施

実施42人（令和５年２月末時点）

現在の主な取組
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事業名 事業概要
第８期計画（令和３年度～
令和５年度）整備・事業目

標

令和４年度末見込み
（第８期計画整備予定）

４ 地域密着型サービス拠点の整備

看護小規模多機能型
居宅介護の整備

在宅において24時間365日
様々な療養支援が受けら
れるよう、令和７年度
(2025年度）に向けた整備
目標を定め、整備を促進

定員 257人（９か所）
※新規整備141人分（５か所）

定員228人(８か所)
※うち定員112人(４か所) 新規整備
令和３年５月１日開設：定員25人(１か所)
令和３年11月１日開設：定員29人(１か所)
令和４年８月１日開設：定員29人(１か所)
令和５年３月１日開設：定員29人(１か所)
※令和６年度竣工予定：定員29人(１か所)

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護の整
備

16か所
※新規整備３か所

15か所
※うち２か所 新規整備

認知症高齢者グルー
プホームの整備

定員 698人(40か所）
※新規整備99人分（５か所）

定員680人(39か所)
※うち定員81人(４か所) 新規整備
令和３年５月１日開設：定員18人(１か所)
令和３年11月１日開設：定員27人(１か所)
令和４年８月１日開設：定員18人(１か所)
令和５年３月１日開設：定員18人(１か所)
※令和６年度竣工予定：定員９人(１か所）

現在の主な取組

５ サービスの利用促進に向けた取組の強化

地域密着型サービスの普及の
ための取組の充実

地域密着型サービスの普及を進めるため、区民向け
にサービス内容や特徴を分かりやすく伝える情報発
信を充実

地域密着型サービス普及のための区民向け
リーフレットに加え、令和５年度より介護
サービス事業者連絡協議会と協働し、地域密
着型サービスの特徴等を区ＨＰを通じて情報
発信
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○地域包括支援センター27か所に設置

○医療と介護のコーディネーターである

医療・介護連携推進員を配置

○退院後などの在宅療養に必要な支援を構築

○令和４年度実績 11,724件（令和５年２月末時点）

医療と介護の相談窓口

在宅医療を行う
近隣の診療所

訪問看護
ステーション

訪問薬局

ケアマネジャー

医療と介護の
相談窓口

医療・介護連携推進員 訪問歯科診療所

地域包括支援センター

②
必
要
な
在
宅
療
養
と
介
護
の
サ
ー
ビ
ス
を

調
整

③
必
要
な
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の

提
供

①
相
談

医療と介護

に関する

情報提供等

在宅療養患者
（退院後）

患者・家族
病院（入院中）

医療・介護の連携支援が開始するまでの流れ

現在の主な取組

47



○在宅療養を紹介する講演会を年３回開催 令和４年度実績 参加 603人

区内図書館と協力し、同時上映会・後日上映会を開催

○参加者の５割以上は「将来、医療や介護が必要になっても自宅で暮らしたい」と回答

令和４年度の講演会テーマ 講師

第１回
「在宅療養の基本的なおはなし いつまでもおうちで過ごしたい
”一人暮らし”のあなたへ」

ねりま西クリニック
大城 堅一 医師

第２回 「何ができるの？在宅医療！家族のために知りたい在宅医療のこと」
城西在宅クリニック・練馬
川原林 伸昭 医師

第３回 「自分の明日を考える～一人暮らしの在宅療養～」
メディケアクリニック石神井公園
遠藤 光史 医師

在宅療養講演会

在宅療養ガイドブック
○在宅療養ガイドブック

「わが家で生きる」を

発行（延べ94,500部）

〇令和２年の改訂の際に

ACPのページを追加

現在の主な取組
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○令和４年度に、看護小規模多機能型居宅介護事業所（認知症高齢者グループホーム併設）２か所、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を新たに２か所整備。令和６年度以降も整備促進。

地域密着型サービス拠点の整備

開設時期(予定) 看護小規模多機能型居宅介護 併設 認知症高齢者グループホーム

令和４年８月１日 エクセレント練馬(定員29人) エクセレント練馬(定員18人)

令和５年３月１日 サンハート南大泉(定員29人) サンハート南大泉(定員18人)

令和６年８月１日 (仮称）ずいうんホームねりま(定員29人） (仮称)ずいうんホームねりま(定員９人）

地域密着型サービスリーフレット
○地域密着型サービスの普及のための区民向け
リーフレット「地域密着型サービスってなんだ

ろう！？」に加え、令和５年度より介護サービ

ス事業者連絡協議会と協働し、地域密着型サー

ビスの特徴等を区ＨＰを通じて情報発信

エクセレント練馬

地域密着型サービスってなんだろう！？

現在の主な取組

開設時期 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

令和４年７月１日 定期巡回・随時対応サービス ひのき大泉学園

令和４年10月１日 そよ風定期巡回 えごたの森
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